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1. 本事例集について 
 

(1) 本事例集の目的と背景 

国や自治体等の行政機関は、介護保険制度の健全かつ適正な運営および法令に基づく適正

な事業実施の確保を目的として、介護保険施設等を対象にした指導監督の役割を担っています。

自治体が行う運営指導は、指定または許可の有効期間内に少なくとも１回以上実施することが

定められていますが、運営指導の実施率は令和４年度時点で全国平均12.9%と低い水準で推

移しており、背景として自治体の人手不足や対象事業所数の増加等により、国が定める頻度での

運営指導を自治体が行うことができない現状が挙げられます。（平成５年度厚生労働省 「全国

介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料」より） 

国は、自治体が運営指導の実施率を向上させるための方策の一つとして、事務受託法人の活

用を推奨していますが、現状活用している自治体は多くありません。事務受託法人を活用した運

営指導の実施によって、自治体は指導件数の安定化、自治体職員の業務負担軽減、指導内

容の標準化等を図ることができ、指導件数の増加につなげることができます。また、事務受託法人

側にも指導員の知識の習得、経営の効果が見込まれ、双方にメリットのある体制構築が可能であ

るといえます。 

本事例集では、事務受託法人の活用を検討している自治体や、既に事務受託法人を活用し

ている自治体を対象に、事務受託法人を活用した運営指導の実施体制や法人との連携方法、

活用の効果等を整理することで、より効率的な運営指導の実現や事務受託法人の導入の横展

開を目的としています。また、事務受託法人側の視点からも、運営指導の実施方法や自治体との

連携方法、受託の効果等を整理することで、より効率的な運営指導の実現や事務受託法人への

参入が進むようになることを目指しています。 

 

 

 

 

 

  

＊＊＊本事例集は、厚生労働省 令和６年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健

康増進等事業 「事務受託法人を活用した運営指導の効率性の向上等に関する調査研究事

業」（以下、本事業）において実施した調査結果を元に作成しています＊＊＊ 
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(2) 事例集の活用方法 

本事例集は、事務受託法人を活用している自治体の事例をまとめ、事務受託法人活用の経緯、

契約の概要、活用の効果、今後の課題等を整理して掲載しています。また、自治体から運営指導

を受託している事務受託法人の事例をまとめ、実施体制や実施件数、受託の効果、今後の課題

等について法人側の視点からも掲載しています。 

 

＜本事例集の対象＞ 

➢ 事務受託法人を未活用の自治体 

 事務受託法人の活用を前向きに検討している自治体 

 運営指導の実施が人員・スキル面から効率的に実施できていない自治体 

➢ 事務受託法人を既に活用している自治体 

➢ 運営指導を事務受託している法人（事務受託法人） 

➢ 運営指導の事務受託を検討している法人 

 

＜事例集の活用場面＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

運営指導の実施件数を向上するにあたり、事務受託法人の活用

を検討しているが、どのような契約方式が適しているのか知りたい。 

事務受託法人を活用しているが、さらなる効率化のために法人との

連携を強化したい。他自治体の事例を参考にしたい。 

運営指導の受託を検討しているが、自治体との契約にあたり必要

な準備や受託した効果を知りたい。 

事務受託法人 

活用自治体 

事務受託法人 

未活用自治体 

運営指導を受託しているが、実施体制を見直したい。他法人の

受託体制を参考にしたい。 

事務受託を 

検討している法人 

事務受託法人 
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2. 事務受託法人とは 
 

(1) 介護保険制度における運営指導の位置付け 

国や自治体等の行政機関は、保険給付の適正化や介護給付等対象サービスの質の確保を目

的として、介護保険施設等に対して指導監督を行っています。指導監督は、介護保険施設等が適

正にサービスを提供するための「指導」と、不正等の疑いが認められる場合に行う「監査」によって実施

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展：厚生労働省 「介護保険施設等 運営指導マニュアル」 

 

「指導」は、集団指導と運営指導により実施され、いずれも介護保険施設等の適正な運営の確

保のために行う支援および育成の観点から行われます。集団指導と運営指導は指導という車の両輪

であり、特に集団指導により情報のインプットを確実に行うことで、運営指導の効果的な実施が可能

であるといえます。 

介護保険法第 23 条又は法第 24 条に基づく運営指導においては、あくまでも相手方の任意の

協力の下に実施し、何らかの具体的な指導を行う場合は、その根拠を示すとともに十分な説明を行

い、相手方の理解を得ることが必要です。また、運営指導は基本的に実地で行うことが想定されてい

ますが、施設・設備や利用者の状況以外の実地でなくても確認できる内容については、情報セキュリ

ティの確保を前提としてオンライン等を活用することができます。運営指導により事業所の適切な運営

が進むことは、サービスの質の向上、ひいては利用者の尊厳の保持につながります。 
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(2) 事務受託法人とは 

事務受託法人とは、介護保険法第 24 条の 2 または第 24 条の 3 の規定に基づき、自治体から

の委託を受けて事務の一部を実施する法人で、都道府県が指定した法人のことを指します。指定を

受けた事務受託法人は、運営指導にあたり法第 23 条または法第 24 条に規定する文書や物件の

提示、提出の求めや質問等の調査を行うことができます。また、事務受託法人には運営指導に係る

事務の全てを委託することはできません。指導方針の決定、運営指導対象事業所の選定、運営指

導実施後の文書による改善指導等については、自治体が主体的に行う必要があります。 

事務受託法人を活用した運営指導を実施することにより、自治体は以下の効果を得ることができ

ます。また、事務受託法人も運営指導を受託することによって、職員の知識習得や経済的な効果等

を得ることができます。 

 

 

しかし、現状では事務受託法人を活用した運営指導を実施している自治体は多くありません。活

用を検討していない自治体の理由としては、現状で十分に運営指導が実施できていることや、地域

に担い手となる事務受託法人が存在しないこと、財政部局の理解が得られない（＊1）ことなどが

挙げられました。また、担い手となる事務受託法人は人材不足が課題となっており、事務受託法人の

活用をより広げるためには、専門性を持った人材の確保が必要であるといえます。 

 

＜運営指導において事務受託法人を活用することの効果＞ 

➢ 運営指導件数・頻度の向上 

➢ 指導内容の標準化 

➢ 専門性を持つ法人が運営指導を実施することによる、指導の質の向上 

 

＊1 本事業の運営指導に関する自治体アンケート調査 問 12 より 

そのほか、活用を検討していない自治体の理由として、事務受託法人の活用に関する情報不足および制度

に関する理解の不足、情報収集・調査中である、費用対効果の問題、運営指導の実施体制上の問題等

の理由が挙げられました。 

 

介護給付等対象サービスの質の確保・保険給付の適正化 



7 

 

＜都道府県別 事務受託法人の活用状況＞※令和 6 年 12 月時点 

 

 都道府県 自治体 事務受託法人 

1 東京都 東京都 公益社団法人 東京都福祉保健財団 

2 神奈川県 

神奈川県、横浜市、川崎

市、相模原市、座間市、

茅ケ崎市、秦野市、海老

名市、綾瀬市、鎌倉市、

大和市、藤沢市、南足柄

市、湯河原市、三浦市、

中井町、箱根町 

公益財団法人 かながわ福祉サービス振興

会 

3 愛知県 
名古屋市、豊田市、愛西

市、武豊町 

一般社団法人 福祉評価推進事業団 

4 

 
大阪府 

大阪市 公益社団法人 大阪介護福祉士会 

堺市 キャリアリンク株式会社 

5 兵庫県 神戸市 公益財団法人 こうべ市民福祉振興協会 

6 沖縄県 
那覇市、浦添市 特定非営利活動法人 介護と福祉の調査

機関おきなわ 

※ 本事業におけるヒアリング調査、アンケート調査で把握した事務受託法人を掲載 

※ 厚生労働省 令和６年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業  

「事務受託法人を活用した運営指導の効率性の向上等に関する調査研究事業」報告書 p9 より  
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3. 事務受託法人の活用を検討するためのポイント 
 

自治体が運営指導における事務受託法人の活用を開始するには、委託する法人の選定や財政部

局への説明、契約形式の選定等における様々な準備が必要となります。 

事務受託法人の活用事例が少ない現在、事務受託法人の活用を検討していない自治体の要因の

一つとして、事務受託法人の活用に関する情報不足や制度の理解不足が理由として挙げられます（＊

1）。この結果から、事務受託法人の活用を検討するために必要なプロセスが明確にされていないことは、

自治体が事務受託法人の活用を検討しにくくなる要因であることが伺えます。 

本事例集では、自治体が事務受託法人の活用をより前向きに検討することを目指し、実際に事務受

託法人を活用している自治体や事務受託法人の声をもとに、自治体が事務受託法人の活用を検討す

るにあたり必要となる観点を以下の６つのポイントから整理しました。 

 

➢ 「3. 事務受託法人の活用を検討するためのポイント」では、以下のような自治体の疑問を(1)~(6)

の観点から解決しています。 

 

 

 

Q6. 事務受託法人へどのような支援を行っているの？               ➡（6）へ 

Q7. 事務受託法人の活用にはどのような費用対効果があるの？      ➡p15~17 へ 

Q5. 事務受託法人にはどんなサービスを委託しているの？            ➡（5）へ 

Q2. 事務受託法人の活用について財政部局へどのように説明するの？ ➡（2）へ 

Q3. 事務受託法人とはどのように契約を交わしているの？            ➡（3）へ 

Q4. 事務受託法人にはどのような体制が求められるの？             ➡（4）へ 

Q1. 事務受託法人はどのような法人が担っているの？               ➡（1）へ 
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(1) 委託する法人の候補 

現在、自治体が実際に活用している事務受託法人の種類は、職能団体や外部評価機関、民

間企業等が挙げられます。事務受託法人を受託する団体には、介護保険に関する知識が必須で

あるため、日頃から介護保険業務に携わる機会のある法人は受託しやすい可能性があります。自

治体によっては、運営指導や福祉サービスの実績を法人の要件に求めている場合があります。また、

行政指導のため、行政業務に関わりの深い法人も参入しやすい可能性があります。 

 

＜自治体が実際に活用している事務受託法人の例＞ 

法人の種類 よい点 

職能団体 介護の専門職としての知識を有しており、業務の理解が早い。現場

に寄り添った対応ができる。質の高い指導ができる。 

外部評価機関（要介

護認定調査、第三者

評価等） 

介護事業所への訪問指導の経験があり、業務の理解が早い。介護

保険サービスについて詳しい。質の高い指導ができる。 

福祉サービスに関わる

団体・企業 

行政サービスの知識を有しており、業務の理解が早い。 

 

他にも、各介護保険サービスを担う事業者団体も担い手となり得ると考えられます。なお、運営

指導には公平・中立性が求められるため、特定の事業者に有利に働く懸念が生じることは問題で

す。職能団体や事業者団体に委託する際は、運営指導に関わる職員が事業所に勤務している

可能性もあるため、条件の精査が必要です。実際、事務受託法人を活用している自治体 21 件

のうち、介護サービス事業所と運営指導の兼業を可能としている自治体は 11件（52.4%）、不

可としている自治体は 7 件（33.3%）でした（＊2）。 

 

(2) 予算の確保における財政部局への説明  

事務受託法人の活用を検討していない理由として、財政部局の理解を得られにくいことを挙げ

る自治体が多く見受けられます（＊1）。事務受託法人を活用するにあたっては、予算の確保の

ために自治体の財政部局へその必要性を理解してもらうことが求められます。ここでは、自治体内

で円滑に事務受託法人の活用について検討が進むことを目的として、実際に事務受託法人を活

用する自治体が財政部局へ説明した際に根拠とした情報を紹介します。 

 

＊２ 本事業の運営指導に関する自治体アンケート調査 問 19 より 
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➢ 財政部局への説明に活用した情報 

 活用を検討している事務受託法人の実績、担うことのできる業務内容、人員体制等 

 自治体による運営指導と事務受託法人の運営指導のコスト比較 

 他自治体が運営指導を活用した実績（委託により削減できた時間等） 

 

 事務受託法人を活用することは、指導件数の増加と職員の業務削減につながることは確かです

が、それだけを根拠に職員の数を削減することには注意が必要です。指導件数が増加すると、その

後の監査や措置にかかる業務が増える可能性があります。 

 

(3) 契約方式 

➢ 契約方式、契約期間  

事務受託法人との契約方式は、随意契約の方式を取っている自治体が最も多く、次いで

プロポーザル方式が多い（＊3）結果となっています。また、契約期間においては単年度以下

の契約もしくは３年契約を選択している自治体が多く見受けられます（＊4）。ここでは、実

際に事務受託法人を活用する自治体の声をもとに、契約方式および契約期間について、そ

れぞれのメリット・デメリットをまとめ、事務受託法人の視点からも意見を整理しました。 

 

契約方式 

 一般競争契約 随意契約 

 最低価格落札方式 総合評価落札方式 随意契約 
プロポーザル方式 

（企画競争） 

メリット 

最低価格で契約が

可能である。 

提案内容と価格で

評価できる。 

 

法人の選定が柔軟で

ある。 

契約手続きが簡素で

迅速である。 

提案内容を評価でき

る。 

 

デメリット 

品質が価格に依存

する場合がある。 

評価基準を設ける

必要がある。 

価格が高くなる可能

性がある。 

競合となりうる業者が

いない場合は、委託者

にとって不利な条件で

契約をしなければなら

ない場合もある。 

評価基準を設ける必

要がある。 

価格が高くなる可能

性がある。 

事 務 受

託法人の

意見 

 採択するため想定

より低価格で入札

す る こ と が あ る

（継続的な運営

指導が困難） 

 低価格者が有利

となるため、質の

 新規参入がしや

すい。 

 新規参入がしづらい。 

 継続の場合、途切れ

なくサービスが継続で

きる。 

 新規参入がしやす

い。 

 提案内容が重視さ

れるため、運営指

導に関するスキルを

有していれば入札

に有利であるといえ
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担保が保証でき

ない法人が受託

する可能性が あ

る。 

る。 

 

契約期間 

 単年度契約 複数年度契約 

メリット 

手続きが簡単で迅速に契約が成立する。 

状況に応じて毎年契約内容の見直しが可能で

ある。 

長期契約による安定性を保つことができ、長期

的な計画が可能である。 

一度の手続きで複数年度の契約を完了でき

る。 

デメリット 

毎年契約手続きが必要となり、手間を要する。 

長期的な事業計画に柔軟に対応しにくい。 

事業者の安定性確保が難しい 

契約内容の変更が難しい場合がある。 

初年度の実績に基づいた予算編成が難しい場

合がある。 

事 務 受

託 法 人

の意見 

契約更新時、契約内容の変更において柔軟性

がある。 

次年度の契約更新が不確実である。（収益が

不安定となる可能性がある。） 

運営指導における長期的な計画が立てにくい。 

安定した収益を確保することができる。 

運営指導のノウハウを獲得することができる。 

契約期間中の契約内容の変更が困難である

場合がある。 

 

契約方式については、自治体の指定事務受託法人数にも拠ります。指定が 1 法人のみで

安定した運営指導を見込むことができる場合や、既に事務受託の実績がある場合に関しては、

随意契約によって継続して契約することで、指導の標準化や自治体側の契約における負担

軽減に繋げることができます。 

契約年数については、単年度契約は定期的な契約内容の見直しが可能である一方、契

約手続きの手間が生じます。委託するサービス種別や件数の精査は必要ですが、運営指導

業務自体は方法がすでに確立していることから、複数年度契約も差し支えありません。複数

年度契約は長期計画を立てることにより安定性を持った運営指導体制を維持することができ

るメリットがあります。 

事務受託法人の活用を新たに検討する自治体は、初年度は指名競争「入札／単年度

契約」が検討されますが、いずれは「随意契約／複数年度契約」が、運営指導の質の担保や

指導の標準化、自治体側の負担削減においてメリットがあるといえます。 

 

➢ 契約金額 

事務受託法人の契約金額は、１事業所当たり約 70,000 円～160,000 円（税込）

を目安とし(＊5)、契約金額は指導総数に基づいて設定されていることが多く見受けられます。

但し、事務受託法人へ委託を行うサービス種別や対象事業所の地理的範囲は自治体によっ
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て異なるため、確認項目が多いサービス種別や多額の交通費が発生する場合は、１事業所

当たりの契約金額が高くなる傾向があります。自治体としては、可能な限り低コストで契約を

結ぶことが費用面で好ましいと考えられますが、事務受託法人側が指導の質を担保し、継続

的に運営指導を実施できるよう、必要な教育費や人件費を考慮して金額を設定することも重

要であるといえます。また、１事業所あたりの運営指導単価は、どのサービス種別でも同じ金

額で設定されている場合が多く見受けられますが、自治体側は事務受託法人に過度な負荷

がかからないよう、指導項目が多いサービスと比較的少ないサービスを適切に配分するなどの

配慮が求められます。 

 

 

(4) 事務受託法人の配置要件 

運営指導の質の確保と担保を目的として、自治体は事務受託法人の指導員に対して配置要

件を定めています。 

実際に自治体が定めている配置要件の例としては、「資格を有する者（介護支援専門員、介

護福祉士、社会福祉士等）」、「行政での介護保険事業者の指定もしくは指導監査等の経験を

有する者」、「介護サービス情報の公表制度における調査に従事した者」等が挙げられます（＊

6）。また、医療系サービスの運営指導においては、看護師等の医療職の配置も有効であると考

えられます。 

しかし、実際は介護現場や行政機関の人材不足の影響により、上記の人員の雇用や確保が

困難である法人が多い状況があります。専門性を持った人員体制が望ましいとされる一方で、自

治体が事務受託法人の指導員に対して十分な教育を行うことができれば、必ずしも専門職や経

験者である必要はないという意見も挙げられています。 

 

＊３ 本事業の運営指導に関する自治体アンケート調査 問 16 より 

事務受託法人を活用している自治体の法人の選定方法として、随意契約が７割を占めており、次いでプ

ロポーザル方式、一般競争契約、指名競争契約の方法が挙げられました。 

＊４ 本事業の運営指導に関する自治体アンケート調査 問 17 より 

事務受託法人を活用している自治体の法人の契約期間として、単年度契約が７割を占めており、次い

で３年間の期間が挙げられました。 

＊5 事務受託法人を活用した運営指導を実施している 6 自治体へヒアリングを行い、1 事業所あたりの

契約金額を以下計算方法のもと算出しました。 

（計算方法）1 事業所あたりの契約金額＝契約金額総額÷運営指導委託件数 
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(5) 委託を行うサービス種別  

実際に事務受託法人に委託しているサービス種別として、都道府県、指定都市、中核市では

訪問介護、訪問看護、通所介護が多く挙げられます（＊7）。 これらのサービス種別を選択した

自治体の理由としては、「事業所数が多いサービス種別であるため」といった声が多く挙げられ、次

いで「委託している事務受託法人側で実施可能なサービス種別であるため」「運営指導の実施に

高い専門性を要するため」という理由が挙げられています。この結果から、事務受託法人を活用し

ている自治体は、事業所数が多いサービス種別を委託することで、実施件数の増加を期待してい

ることが伺えます。 

また、全サービスを事務受託法人に委託してしまうと、自治体側の運営指導に関するノウハウが

蓄積されず、事務受託法人に依存してしまうのではないかという懸念も挙げられました。しかし、保

険者である自治体が最終的な判断や責任を担うことを明確にし、事務受託法人から適切な実施

報告を行う仕組みを構築しておけば、自治体側のノウハウは失われることなく、指導に関する情報

を蓄積することが可能であるといえます。 

一方で、実際に運営指導を受託している事務受託法人からは、自治体の要望にはできる限り

応えたいという意向はあるものの、いきなり全サービス種別を受託するのではなく、段階的に受託す

る方が取り組みやすさがあるという意見も挙げられています。例えば、確認事項が少ない居宅サービ

スなどから委託をはじめ、その後、人員配置基準が複雑な施設サービスや専門的知識が必要とさ

れる医療系サービスなどに移行する流れにすれば、事務受託法人側も経験を積んで安定した運営

指導を実施することができるようになります。 

(6) 事務受託法人との連携 

運営指導を事務受託法人に委託した後でも、自治体の発注者としての責務は依然として存在

します。運営指導が円滑に実施されるよう、自治体は適切な情報提供や指導の質の確保、リスク

管理等の役割を担い、事務受託法人を支援することが必須となります。 

＊6 本事業の運営指導に関する自治体アンケート調査 問 19 より 

事務受託法人の配置要件としては、介護支援専門員が最も多く、次いで介護福祉士、社会福祉士、都道

府県または市町村において、事業者の指定または指導監督の経験を有する者が挙げられます。 

＊7 本事業の運営指導に関する自治体アンケート調査 問 20 より 

一方で、委託の割合が低いサービス種別としては、介護福祉施設、介護保健施設等の施設サービスおよび

付随する短期入所サービスが挙げられており、この結果から確認項目が多岐にわたる施設系サービスは事務

受託法人への委託が進んでいない状況であることが伺えます。 
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事務受託法人への委託当初は、自治体職員が同行して安定的な運営指導を実施できるよう

支援している事例が多く見受けられます。その一方で、自治体の担当職員の運営指導に関する経

験・ノウハウが不足しているため運営指導の実施が困難な場合には、豊富な経験・知識を有する

事務受託法人の指導員が同行して運営指導を実施する同行訪問契約を選択することも有用な

方法の一つと考えられます。また、自治体と事務受託法人が双方が意見交換を行うことや研修に

相互に参加することも、自治体職員と指導員の運営指導における認識の共有や知識の習得に非

常に有効な手段といえます。 

➢ 実際に自治体が事務受託法人へ行っている支援 

＜ヒアリング調査より＞ 

 年度初めに指導員向けの養成研修を実施し、法改正があった事項や指摘事項が多い

サービス種別について周知している。 

 指導内容が標準化するよう、事務受託法人と疑問点等を随時共有し、解決を図るよう

にしている。 

 必要時、メールや電話等にて事務受託法人からの質問に回答している。 

 毎月市役所で報告会を開催し、事務受託法人から１件ずつ指導内容の申し送りとフィ

ードバックを実施している。 

 通報があった事業所への訪問は自治体が運営指導を実施することがある。 

 記録様式を自治体から事務受託法人へ提供している。 

 

＜アンケート調査より（＊8）＞ 

研修 

 指導員向けの養成研修や接遇に関する研修を実施している。 

 自治体における運営指導の実施方針等を示している。 

 仕様書に、業務の質の向上に必要な研修の実施を記載している。 

 事務受託法人の指導内容等に統一性が見られない場合は、必要に応じて助言等を

行っている。 

意見交換  対面による意見交換の場を定期的に設けている。 

調整 

 委託件数の調整を行っている。 

 委託当初や指導項目が多いと推測される事業所への運営指導は、事務受託法人と

同行訪問している。 

 自治体も訪問先の事業所に関する資料を確認し、事務受託法人と指導内容の擦り

合わせを行っている。 

 指導内容について自治体と事務受託法人の見解の相違が生じる恐れがある場合は、

自治体の考え方を共有する。 

報告の工夫 

 報告書をあらかじめデータで提出してもらい、自治体で内容を確認する。その後、報告

会で報告書原本を収受する際に補足説明を受け、質疑応答を行っている。 

 運営指導の結果に疑義がある場合は、事業所や法人に改めて状況を確認している。 
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＊8 本事業の運営指導に関する自治体アンケート調査 問 26 より 
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4. 事務受託法人を活用した指導の流れ 
 

 事務受託法人による運営指導は、実施主体である自治体と事務受託法人の連携の上、以下のよう

に実施されます。 

 

➢ 事務受託法人を活用した運営指導の流れ（一例） 
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5. 事務受託法人活用自治体の事例 
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6. 事務受託法人の事例 
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